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平成２９年度第１回 新居浜市国民健康保険運営協議会 議事録 

 

 

１ 日 時 平成２９年１０月１３日（月） １３：３０～１５：００ 

 

２ 場 所 新居浜市役所２階 ２１会議室 

 

３ 出席者（委員） 

被保険者代表         安藤 秀夫  藤本 幸恵  明石 千鶴子   三木 由香里 

保険医又は保険薬剤師代表 山内 保生  村上 宏之  北村 好隆 

公益代表 真木 増次郎 藤田 豊治  岩本 和強  頼木 煕子 

被用者保険等保険者代表 井花 繁  山内 智弘 

事務局（市） 白石部長  井上国保課長  中西主幹  藤縄主幹 

                  野藤副課長  藤岡係長  松本係長  寺尾係長 

               

４ 欠席者  

 知元 正行    

 

５ 傍聴人  

０名 

 

６ 議題 

（１）正・副会長の選任について 

（２）平成２８年度国民健康保険事業特別会計決算について 

（３）国保の広域化について 
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事務局 

 

定刻がまいりましたので、ただ今から平成２９年度 第１回新居浜市国民健康保険運

営協議会を開会いたします。私は国保課主幹の中西と申します。よろしくお願いいた

します。 

 知元委員から、欠席の連絡がありましたので､ご報告いたします。 

  次に、委員の異動がありましたので、ご報告いたします。「公益を代表する委員」 

の、伊藤謙司委員が辞職され、新たに藤田豊治委員が、５月１７日付けで委員に委嘱 

されました。また、「被用者保険等保険者を代表する委員」の井原織江委員が辞職さ 

れ、新たに井花 繁委員が１０月１日付で、委員に委嘱されました。 

 それでは、今年度第１回目の運営協議会ですので、委員の皆様、簡単に自己紹介を 

願いいたします。真木委員さんより、お願いいたします。 

     （自己紹介） 

  

ありがとうございました。 

事務局も人事異動で職員の入れ替わりがありましたので、自己紹介させていただき

ます。福祉部長からお願いします。 

     (事務局自己紹介) 

 

なお、本日の会議につきましては、新居浜市国民健康保険条例施行規則第６条に規

定されておりますように「全委員の２分の１以上、かつ、各代表委員１名以上の出席」

の条件を満たしており、会議は成立していることをご報告いたします。 

 

 それでは、開会にあたりまして、白石福祉部長より御挨拶を申し上げます。 

      (福祉部長挨拶) 

 

 それでは、これより議事に入りますが、正・副会長が選出されるまでの間、井上国 

保課長が司会進行をさせていただきます。 

 

 それでは、会長・副会長が決まるまでの間、議事進行をさせていただきますので、 

よろしくお願いいたします。議事に先立ちまして、議事録署名人の決定を行います。 

今回は「被保険者代表」の安藤委員さんと「公益代表」の岩本委員さんにお願いした 

いと思いますが、よろしいでしょうか。 

     （異議なし） 

 両委員さん、よろしくお願いいたします。    

それでは、これより第１号議案「正・副会長の選任について」を議題といたします。 

 事務局より説明を求めます。 

 

正・副会長の選任につきましては、新居浜市国民健康保険条例施行規則第３条第２ 

項に基づき、公益を代表する委員のうちから、全委員によって選ぶことになっており
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ます。なお、同規則第４条で「会長及び副会長の任期は１年とする。ただし再任は妨

げない」となっております。大変恐縮ですが、事前に公益を代表する委員の皆様に御

協議をいただき、会長に藤田委員さん、副会長に頼木委員さんの御推薦をいただいて

おります。 

 ここで、皆様にお諮りいたします。ただいま、推薦されました会長の選任につきま 

して賛成の方は挙手をお願いいたします。   

     （挙手多数） 

 

続きまして、副会長の選任につきまして、賛成の方は挙手をお願いいたします。   

     （挙手多数） 

 

 挙手多数によりまして、会長及び副会長が選任されました。藤田委員さん、頼木委 

員さん、会長・副会長席への移動をお願いいたします。 

 それでは藤田会長に代表して御挨拶をお願いいたします。 

     （会長あいさつ） 

 

ありがとうございました。続きまして、これから議事に入りますが、国民健康保険

条例施行規則第５条の規定によりまして、会長が議事の進行を行うこととなっており

ますので、藤田会長に、これからの議事の進行をお願いいたします。 

 

それでは、第２号議案「平成２８年度国民健康保険事業特別会計決算について」を 

議題といたします。事務局より説明を求めます。 

       

第２号議案、平成２８年度国民健康保険事業特別会計決算について、ご説明申し上

げます。資料１の「事業勘定・歳入歳出決算」をご覧ください。左側が歳出、右側が

歳入となっています。 

まず、歳出について、主なものをご説明申し上げます。総務費は、主に国保課職員

の人件費ですが、予算現額と比べて、１８１３万９８６３円減の２億１０８７万１１

３７円となりました。これは、主に職員給与等の減少によるものです。 

次に、歳出の中で最も大きなウエートを占めております保険給付費でございます。

その中の療養給付費は、被保険者の診療、薬剤、入院などの費用ですが、 一般被保

険者分は、予算現額と比べて、１億６４１２万６８１５円減の７９億７０５７万３１

８５円、退職被保険者分は１億２３０３万６６６０円減の２億１８６０万３４０円と

なっております。療養費は、治療用装具代、柔道整復師の施術等について支給するも

のでございますが、一般被保険者分は、予算現額と比べて、３２１万５２４円減の５

０５８万９４７６円となりました。高額療養費は、同じ月内の医療費が高額になり自

己負担上限額を超えた場合に、超過額分を支給するものでございますが、一般被保険

者分は、予算現額と比べて、４６２７万２０２６円減の１２億４８７２万７９７４円、
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退職被保険者分は、予算現額と比べて、５１２１万９３７１円減の４１３０万９６２

９円となっています。 

また、出産育児一時金は３４３１万３５４円、葬祭費は３８４万円となっておりま

す。保険給付費総額は、歳出全体約１５１億円のうち約６３．４パーセントを占め、

予算現額と比べて４億６６４万３０２５円減の９５億９７６６万９９７５円の支出と

なっています。 

次に、老人保健拠出金でございます。既に平成２０年４月に老人保健医療制度は廃

止となっておりますが、遅延して提出された過年度分のレセプト請求に対応するもの

でございますが、医療費拠出金の算定は無く、事務処理に対する費用のみの決定でご

ざいまして、拠出金は４万９０１７円となりました。 

次に、後期高齢者支援金は、各医療保険者から後期高齢者医療制度にかかる支援金

として社会保険診療報酬支払基金へ納付するものでございますが、拠出金は１４億７

５４７万５２２０円となりました。 

次に、前期高齢者納付金等は、６５歳から７４歳までの前期高齢者の加入割合に応

じて、負担の不均衡を各保険者間で財政調整を行うため、納付するものでございます

が、納付額は１０７万４７７５円となりました。 

次に、介護納付金は、介護保険制度に要する費用の財源とするために、各医療保険

者が拠出するもので、４０歳から６４歳の介護第２号被保険者の介護保険料です。納

付額は４億７６７７万３７１４円となりました。 

次に、共同事業拠出金のうち高額医療費拠出金は、１件８０万円以上の高額医療費

の支出について、国保財政への急激な影響を緩和するため国、県の支援のもと、県内

の保険者が国保連合会に再保険として拠出するものです。 

次に、共同安定化拠出金は、県内市町国保間の保険料の標準化や財政の安定化を図

るため、各国保からの拠出金を財源として、県内市町国保で負担を共有するものです。 

共同事業全体の拠出金は、予算現額と比べて、７０７９万１４１９円減の３１億６１

０７万８５８１円で、歳出全体の約２０．９パーセントを占めています。 

次に、保健事業費は、国保が行う保健事業で、特定健康診査等事業費につきまして

は、各保険者に義務付けられた生活習慣病対策のための特定健診・特定保健指導の事

業費です。保健衛生普及費につきましては、主に脳ドックの委託料です。また、諸費

は、はり・きゅうの施術に対する負担です。保健事業費全体では、予算現額と比べて、

２１５４万６２５６円減の９５０８万５７４４円となりました。 

次に、基金積立金につきましては、国民健康保険財政調整基金の利息１０万１７７

円を積み立てました。 

次に、公債費につきましては、平成２２年度に国保財政が逼迫した際、愛媛県広域

化等支援基金より２億５０００万円の借り入れを行っておりまして、平成２４年度か

ら平成２８年度まで５０００万円ずつ返済いたしており平成 28 年度に完済となって

おります。 

 次に、諸支出金につきましては、過年度の保険料の還付として４１９万３６６５円、
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平成２７年度における国交付金の実績による精算金等として５５１８万８５１９円を

返還しており、合計では予算現額と比べて、１０７万３６６６円減の５９３９万７３

３４円となっております。 

以上、歳出決算の総額は、予算現額１５６億４８４０万８０００円に対しまして、

１５１億２７５７万５６７４千円となっています。 

続きまして、歳入でございます。 

まず、保険料につきましては、一般被保険者医療分の現年度収入としまして、予算

現額と比べて、２１９９万６８７９円増の１４億３００３万３８７９円となりました。

保険料の合計では、一般・退職の現年度分・滞納繰越分を合わせ、予算現額に対して、

６８６９円増の２０億７７５７万１８６９円となっており、歳入全体に占める割合と

しましては、約１３．７パーセントとなっています。 

次に、国庫支出金欄の療養給付費等負担金でございますが、保険者が負担する歳出

の療養給付費や高額療養費等の保険給付費、後期高齢者支援金や介護納付金に対する

国の負担金となっており、予算現額と比べて、４９２６万２８７３円減の２１億６６

５２万８１２７円となっています。同様に、特定健康診査等負担金は、保険者が実施

する特定健康診査等に対する国の負担分、また高額医療費共同事業につきましては、

歳出の高額医療費共同事業拠出金に対する国の負担分となっております。 

次に、国庫補助金のうち、普通調整交付金につきましては、市町村間における財政

の不均衡を調整するために交付されるものです。特別調整交付金につきましては、画

一的な測定基準では対処し得ない特別の事情に対して交付されるものです。 

以上、国庫支出金の合計では、予算現額と比べて、４０万８８０４円減の３３億５

８５５万８１９６円となっており、歳入の約２２．２パーセントを占めています。 

次に、前期高齢者交付金は、６５歳から７４歳までの前期高齢者の医療費の負担を、

国民健康保険及び被用者保険等の全ての保険者間で公平に負担する制度で、前期高齢

者加入率が全国平均を上回る分だけ社会保険診療報酬支払基金から交付金が交付され

るものでございます。予算現額と比べて、４７８円減の４０億５０１０万３５２２円

となっており、歳入の約２６．８パーセントを占めています。 

次に、療養給付費等交付金につきましては、退職者医療制度に要する費用の一部に

ついて、社会保険診療報酬支払基金から交付されるものでございまして、その算定に

あたっては、国民健康保険退職被保険者数と歳出の保険給付費等の退職者分が基礎と

なっております。予算現額と比べて、１億６５７万６９２０円減の３億８３６８万６

０８０円となっております。 

次に、県支出金のうち、都道府県財政調整交付金につきましては、市町村の国保財

政の安定化における都道府県の役割・権限の強化を図るために平成１７年度から設け

られた財政調整交付金ですが、予算現額と比べて２５２７万３１３４円減の５億３２

０５万８８６６円となっております。以上、県支出金の合計額は、予算現額と比べて、

３２５９万３０６５円減の６億１８４９万８９３５円となっています。 

次に、高額医療費共同事業交付金につきましては、国保連合会が、県内各保険者か
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らの拠出金で実施しております高額医療費における交付金です。 

また、保険財政共同安定化事業交付金につきましては、県内市町の保険料の平準化

や財政の安定化を図るために、国保連合会が、県内すべての市町国保の拠出により共

同事業を実施するものです。 

共同事業の交付金の合計額は、予算現額と比べて、７５３２万４６９円減の３２億

７５０２万２５３１円となっています。 

次に、その他一般会計繰入金は、重度心身障がい者や未就学児・母子等の医療費無

料化などの地方単独事業の実施に伴う国の負担金の減額相当分の６８６６万６５９２

円となりました。一般会計繰入金の合計では、予算現額と比べて、４３８４万１８３

９円減の１１億２０３万３１６１円となっています。 

次に、基金繰入金につきましては、歳出に対して不足する歳入を補うため国民健康

保険財政調整基金を取り崩して行うもので、２億２５４４万７９７４円を取崩しまし

た。これにより平成２８年度末の基金残高は、３億３５４６万９４３４円となりまし

た。 

次に、使用料及び手数料は、保険料の督促手数料で、７５万９６７０円の収入とな

っています。 

次に、諸収入の第三者納付金につきましては、被保険者が交通事故などにより治療

を受けた場合、その費用を加害者から、責任割合に応じ損害賠償金として受け入れる

もので、一般・退職あわせて２２３４万２９４４円の収入となりました。 

 次に、不当返納金につきましては、被保険者が国保資格喪失後に国保を使用した場

合に国保診療に係る返納金や、医療機関による療養費の不正請求等の返納金を受け入

れるもので、一般・退職あわせて９７５万２７５６円の収入となりました。諸収入の

合計では、予算現額と比べて、５２５万６４４１円減の３５７９万３５５９円となっ

ています。 

以上、歳入決算の総額は、予算現額１５６億４８４０万８千円に対しまして、１５

１億２７５７万５６７４円でございました。 

最終的に歳入・歳出につきましては、国民健康保険財政調整基金を取り崩して歳入

不足分を補ったことから、差引０円となっておりまして、平成２９年度への繰越金は

ございません。 

また、国保財政調整基金につきましては、平成２９年度当初予算では７８４７万円

の取り崩しを見込んでおり、この金額を取り崩した後の基金残高は、約２億５６９９

万円となっております。 

 以上で、平成２８年度の歳入・歳出決算についての説明を終わります。 

来年度から、国保の財政運営の責任主体は愛媛県となり、事業勘定についても大部

分のものが県に移管されます。今後、県から来年度の予算編成について示される予定

でございますので、平成３０年度の予算については今後の運営協議会にてお諮りする

予定でございますのでよろしくお願いいたします。 
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会長 
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質疑はありませんか。 

  

 （質疑なし）   

 

以上で質疑を終わります。 

 討論に入ります。討論はありませんか。 

 

  （討論なし） 

 

 以上で討論を終わります。 

それでは、第２号議案「平成２８年度国民健康保険事業特別会計決算について」は、 

原案のとおり承認してよろしいでしょうか。賛成の方の挙手を求めます。 

 

          （挙手全員） 

 

挙手全員により、第２号議案につきましては、原案どおり承認することに決定しま 

した。 

次に、第３号議案「国保の広域化について」を議題といたします。事務局より説明

を求めます。 

 

平成３０年度施行の国民健康保険の制度改革に伴う国保の広域化などの医療保険制

度改革の背景と方向性について、お手元の資料「国民健康保険の制度改革(県単位化)

について」に沿って、ご説明します。 

 医療保険制度改革のため、平成２７年５月に「持続可能な医療保険制度を構築する

ための国民健康保険法等の一部を改正する法律」が施行されました。  

この改革の背景には、増大する医療費、国保の構造的課題、少子高齢化による現役

世代への負担増があり、これらの問題に対する改革のため当該法律が施行されており

ます。その改革の方向性の中で下段に書いてありますとおり、医療保険制度の安定化

として、国による財政支援、国保財政の広域化があげられています。 

２ページをご覧ください。市町村国保が抱える課題について説明いたします。まず、

市町村国保は、年齢構成が高いため医療費水準が高いことがあります。また、財政基

盤については、所得水準が低く、保険料負担が重いことなどにより収納率の低下を招

き、赤字市町村は、一般会計からの法定外繰入などにより決算補てんを行っています。

財政の安定性や市町村格差についても、財政運営が不安定になるリスクの高い小規模

保険者の存在が大きな問題となっています。 

3 ページをご覧ください。国保の広域化の内容を図で示しております。 現行では、

各市町村が個別に財政運営を行っているため、先ほどの構造的な課題になかなか対応

できなくなってきております。そこで、都道府県を単位に国保の広域化を行い、都道
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府県が財政運営責任を担うなど中心的な役割を果たすことにより、医療リスクや財政

リスクを県全体で支えていこうとするものです。 

４ページをご覧ください。改革後の都道府県と市町村のそれぞれの役割について整

理しています。都道府県は市町村とともに国保の運営にあたることとなっています。

都道府県の主な役割としては、財政運営の責任主体として、市町村ごとの国保事業費

納付金を決定し、財政安定化基金の設置・運営を行い、県で策定する国保運営方針に

基づいて、事務の効率化・標準化を図り、 標準保険料率を算定するとともに各市町

村からの納付金を集約し、給付に必要な費用を全額市町村に支払うことなどなってい

ます。市町村の主な役割としては、納付金を都道府県に納付するとともに、地域住民

と身近な関係の中、資格を管理し、県で示された標準保険料率を参考に保険料率を決

定し個々の事情に応じた賦課徴収を行います。また、従来通り保険給付の決定を行い、

データヘルス計画などに基づき被保険者の特性の応じたきめの細かい保険事業を展開

してまいります。  

５ページをご覧ください。広域化における保険料の流れをお示ししております。都

道府県が各市町村ごとの医療費水準や所得水準に基づき、それぞれの納付金を決定す

るとともに、標準保険料率を提示します。市町村は示された標準保険料率を参考に実

際の保険料率を決定し被保険者に対し賦課・徴収を行います。徴収した保険料などを

財源に 納付金として県に支払いを行います。  

６ページをご覧ください。愛媛県は愛媛県国民健康保険運営方針に基づき、財政運

営の責任主体としての役割を果たすこととなっております。 この県運営方針は、県

と市町が一体となり、国保に関する事務を共通認識の下で実施するとともに、事務の

広域化や効率化を市町が推進できるよう、国保の運営に関する統一的な方針として策

定するものでございまして、計画期間は平成３０年～３２年度までの３年間であり、

以降３年ごとに見直す予定となっております。 内容は納付金及び標準保険料率の算定

方法の決定、医療費の適正化の取組、保険料徴収の適正な実施などについての方針を

記載することとなっています。 策定スケジュールは、本年７月から１０月にかけて

県運営協議会や市町連携会議にて協議を行い、１１月に各市長や町長に意見照会、県

民に対するパブリックコメント、県国保運営協議会への諮問答申を経て、１２月に決

定・公表の運びとなっております。 

７ページをご覧ください。納付金の算定方法について記載しております。まず、左

側上の支出と収入の欄ですが、支出の県全体の保険給付費を賄うため、収入における

公費を除いたものが県内で必要な保険料額となります。次に、全国平均所得に対する

愛媛県の所得水準を使用して、愛媛県の応益分及び応能分の配分を行います。全国平

均所得を１とした場合、愛媛県所得水準は約０．７となり、応能分４１％、応益分５

９％と決定されます。 次に、各市町の医療費水準、愛媛県全体に対する新居浜市の所

得シェア及び被保険者数シェアで各市町の納付金額が決まります。下のほうにあるＡ

ＢＣ市の比較ですが、面積が大きいほど納付金が高くなるイメージでして、横軸が所

得及び被保険者シェア、縦軸が医療費水準による調整となります。Ａ市は県内におけ
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会長 

 

る所得シェアが高く、被保険者数が多く、また医療費水準が高いため、面積が大きく

なり納付金が高く設定されております。ＡＢＣ市とも納付金の額は違いますが、応能

応益割の比率は同じになります。 

８ページをご覧ください。各市町が県に収める納付金基礎額から、標準保険料率を

決定します。市に配分される特別調整交付金や財政調整交付金などの公費を差引きま

す。残ったものが保険料必要額となりますが、これに激変緩和措置を実施して、制度

変更による増額を２％～３％までにすることとなっておりますが、実際の増加率の上

限は試算等を行う中で、市町との協議等を踏まえて決定することとなっています。  

さらに、収納率による調整、所得水準による按分を行い、所得割総額を所得総額で

割って所得割率を算出、均等割総額を被保険者数で割って均等割額を算出、平等割総

額を世帯数で割って平等割額を算出します。こうして市町標準保険料率が決定するこ

ととなります。市町は、財政の健全化を進めるため、県が定めた市町標準保険料率等

を参考に、被保険者の保険料負担が急増することのないよう十分に考慮しながら、実

際の算定方式や保険料率を定め、保険料を賦課決定します。この市町標準保険料率で

は、応能割と応益割の割合が４１％と５９％となっておりますが、所得割が少なくな

ることにより必要な納付金が集められない 場合があることなどから、現在、県の方向

性としては、「市町の算定基準に基づく標準保険料率」を設定し、新居浜市では５０：

３５：１５で算出した保険料率を目指すこととなっております。 

９ページをご覧ください。実際の各市町の納付金及び標準保険料率の決定について

の流れをご説明いたします。スケジュールといたしましては、平成２８年度に第１回、

第２回の試算を行っておりまして、今回９月に第３回試算の結果が公表されておりま

す。このあと、１１月に仮係数による第１回算定、来年１月に確定計数による第２回

算定を実施して、県において標準保険料率の決定という運びとなります。標準保険料

率はあくまで各市町が目指すべき保険料率として県から提示されるものであり、各市

町は標準保険料率を参考に、所得水準など各市町の事情を勘案しながら実際の保険料

率を決定することとなっています。  

１０ページをご覧ください。第３回試算結果についてご説明いたします。先ほどご

説明いたしました計算方式によりまして、平成２７年度実績と平成２９年度に制度が

施行されたと仮定した場合の一人当たり保険料額の比較を記載しております。愛媛県

平均では増減額は４，６５８円減、増減率は４．９％減、１年あたり２．４％減とな

っております。新居浜市につきましては、増減額は２，４２２円増、増減率は２．６％

増、１年あたり１．３％増という結果になっております。全２０市町中１４市町が減

少、新居浜市をはじめ６市町が増加となっています。 今回の試算につきましては、あ

くまでも制度変更による影響額を把握するためのものでございまして、決算補てん目

的の法定外繰入金は行っていない前提となっています。 

 

ただいまの説明について、なにか質問等ありませんか。 
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国保課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩本委員 

 

 

国保課長 

 

岩本委員 

 

国保課長 

 

 

 

 

 

岩本委員 

 

井上課長 

 

 

 

安藤委員 

 

 

国保課長 

 

 

 

会長 

国民健康保険の県単位化の目的を、簡単に教えてください。 

 

 市町村国保は、高額な医療費がかかる人が、1 人発生するだけでも、財政を圧迫し 

てしまう小規模保険者が多いのが現状です。 

 今回の制度改革では、財政力の弱い保険者を県全体で支えるために、給付費に必要 

な費用は、全額、県が市町村に交付します。 

 また、保険料についても、各市町村の医療水準に応じて、市町村ごとの標準保険料 

を提示し、保険料負担の標準化が進められる予定です。 

 市町村単位では、対応しきれない国保の構造的な課題に対応するために、県が、財 

政運営の責任主体となることが、今回の制度改革の目的です。 

 

 ありがとうございました。 

 国の財源支援は、間違いないでしょうか。 

 

 国の公費投入は、現時点では、間違いなくあります。 

 

 県は、将来的には保険料率を一本化しようとしているのですか。 

 

県は、各市町村の標準的な保険料率を３方式、４方式で示すので、各保険者(各市町 

村)はどちらかを採択します。 

また、保険料か保険税かについても、各保険者(各市町村)の事情等を勘案して、将来

的に検討されることで、平成３０年度に一本化されるものではありません。 

平成３０年度標準的保険料率については，１０月から１１月に示される予定です。 

  

私たちが、新居浜市の保険料について協議するのは、いつ頃になりますか。 

 

 県の発表がいつになるかわからないので、お答えできないのですが、県から発表さ

れましたら、平成３０年度の納付金額をもとに必要経費を試算し、新居浜市の保険料

率について、皆様にお示しして、協議していただくようになります。 

 

 財政運営を県が行うようになり、新居浜市の保険料が引き上げられるなどの、激変 

が生じた場合、その緩和策として一般財源の繰り入れを行うのですか。 

 

 一般財源からの繰り入れは、国の禁止事項ではありませんので、市町村の判断で 

繰り入れることは可能ではあります。また、基金については、県は新たに設置します 

が、新居浜市も財政調整のために、今までどおり残ります。 

  

ほかに、なにか質問等ありませんか。 
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会長 

 

事務局 

 

 

会長 

 

 

 

 

（なし） 

 

では、最後に事務局から、お願いします。 

 

第２回運営協議会は、県の動向によって、１２月、もしくは１月の開催を予定して 

いますので、よろしくお願いいたします。 

 

これをもちまして、平成２９年度第１回国民健康保険運営協議会を閉会いたしま 

す。 

 

 

 

 

  以上のとおり会議の顛末を記録し、相違ないことを証明します。 

 

    平成２９年１０月３１日 

 

       新居浜市国民健康保険被保険者代表委員   安 藤 秀 夫   

 

       新居浜市国民健康保険公益代表委員     岩 本 和 強   


